
人口減少時代における
かわまちづくりの課題と将来像

～地域政策の視点から～

２０２２年８月

多摩大学経営情報学部教授

中庭光彦

郊外や地方の開発政策史研究を続け、人口減少期における国土政策、地域政策の提案を行っている。

＜主な著書＞
『東京 都市化と水制度の解釈学－都市と水道における開発・技術・アイディアの政治－』
（多摩大学出版会、2021、単著）
『和の文化を発見する 水とくらす日本のわざ3伝統－打ち水・風呂・ししおどしなど』（汐文社、2019.3、監修）
『和の文化を発見する 水とくらす日本のわざ２産業－和紙・染め物・和食など』（汐文社、2019.3、監修）
『和の文化を発見する 水とくらす日本のわざ１生活－井戸・水道・堤防など』（汐文社、2019.2、監修）
『コミュニティ３．０』（水曜社、2017、単著）
『10年後の水文化を予測するためのツールブック』（ミツカン水の文化センター、2014、企画・監修）
『新たなローカルガバナンスを求めて』（中央大学出版部、2013、共著）
『オーラルヒストリー・多摩ニュータウン』（中央大学出版部、2010、共著）
『NPOの底力』（水曜社、2004、共著）他。

＜現在の公職（継続中のもの）＞
・2022年7月～ 西八王子駅周辺まちづくり方針策定懇談会委員（八王子市）
・2022年7月～ 日本広報学会賞審査委員
・2018年9月～ かわまち大賞審査委員会委員（国土交通省水管理・国土保全局）
・2015年10月～ 多摩市まち・ひと・しごと創生総合戦略検討委員会委員・委員長（多摩市）
・2015年6月～ 八王子まち・ひと・しごと創生総合戦略推進懇談会委員・委員長（八王子市）
・2012年6月～ 多摩ニュータウン学会評議員
・2011年9月～ 日本計画行政学会編集委員

中庭光彦
1962年東京都生まれ。中央大学大学院総合政策研究科博士課程退学。
専門：公共政策、都市・地域政策、コミュニティ論

現在
多摩大学経営情報学部事業構想学科教授

22

1

第30回リバーフロント研究所研究発表会



概 要

１．この20年間の変化
・中心地への人口集中が継続し、意図的ではない、

コンパクト＆ネットワークが進む。
・スマホの普及、リスクの個人化が進む中で、市民の力が弱

まっている。

２．現在のまちづくりの考え方の視点と、二つのかわまちづくり。

３．かわまちづくり事例を再解釈（リフレーミング）する。

４．かわまちづくりの課題。

５．かわまちづくりに期待するポイント
－活用多様性と安心と広域連携を生むための相乗効果の重要性。

この20年間の変化①都市への人口集中

人口減少は、中心都市への人口集中を促している。

都道府県 県庁所在自治体 県庁所在自治体人口増減率 県庁所在自治体への人口集中率 2015年→2020年人口集中率増減
0001_全国 -0.7%
0002_北海道 0003_札幌市 1.5% 36.3% 1.1
0249_青森県 0250_青森市 0.2% 22.0% -4.3
0334_岩手県 0335_盛岡市 0.7% 23.3% -2.7
0407_宮城県 0408_仙台市 1.3% 46.4% 1.3
0494_秋田県 0495_秋田市 1.2% 30.9% -2.6
0579_山形県 0580_山形市 0.6% 22.6% -2.5
0627_福島県 0628_福島市 0.0% 15.4% -3.9
0730_茨城県 0731_水戸市 0.2% 9.3% 0.0
0842_栃木県 0843_宇都宮市 0.6% 26.3% 0.0
0904_群馬県 0905_前橋市 0.1% 17.0% -1.2
0990_埼玉県 0991_さいたま市 0.6% 17.4% 4.8
1110_千葉県 1111_千葉市 -0.1% 15.6% 0.3
1212_東京都 1213_特別区部 0.7% 68.6% 5.0
1278_神奈川県 1279_横浜市 0.1% 40.8% 1.4
1345_新潟県 1346_新潟市 0.7% 35.2% -2.6
1484_富山県 1485_富山市 0.7% 39.3% -1.1
1526_石川県 1527_金沢市 0.5% 40.4% -0.5
1580_福井県 1581_福井市 0.4% 33.8% -1.3
1626_山梨県 1627_甲府市 0.3% 23.1% -1.8
1706_長野県 1707_長野市 0.2% 18.0% -1.3
1844_岐阜県 1845_岐阜市 0.3% 20.0% -1.0
1962_静岡県 1963_静岡市 0.0% 19.1% -1.6
2066_愛知県 2067_名古屋市 0.2% 30.7% 1.6
2188_三重県 2189_津市 0.1% 15.4% -1.9
2274_滋賀県 2275_大津市 0.3% 24.1% 1.2
2336_京都府 2337_京都市 0.3% 56.5% -0.8
2400_大阪府 2401_大阪市 0.7% 30.4% 2.3
2477_兵庫県 2478_神戸市 0.1% 27.8% -0.8
2594_奈良県 2595_奈良市 0.4% 26.4% -1.6
2646_和歌山県 2647_和歌山市 0.9% 37.8% -2.0
2710_鳥取県 2711_鳥取市 0.3% 33.8% -2.7
2835_岡山県 2836_岡山市 0.9% 37.4% 0.7
2935_広島県 2936_広島市 0.9% 42.0% 0.6
3048_山口県 3058_山口市 0.4% 14.1% -1.8
3117_徳島県 3118_徳島市 0.9% 34.2% -2.4
3178_香川県 3179_高松市 0.8% 43.1% -0.8
3231_愛媛県 3232_松山市 1.1% 37.2% -0.7
3320_高知県 3321_高知市 0.9% 46.3% -3.2
3384_福岡県 3393_福岡市 1.2% 30.2% 4.8
3515_佐賀県 3516_佐賀市 0.4% 28.4% -1.3
3575_長崎県 3576_長崎市 0.0% 31.2% -4.7
3668_熊本県 3669_熊本市 1.0% 41.5% -0.3
3785_大分県 3786_大分市 1.3% 41.0% -0.5
3856_宮崎県 3857_宮崎市 1.2% 36.3% 0.1
3908_鹿児島県 3909_鹿児島市 1.0% 36.4% -1.1
4027_沖縄県 4028_那覇市 -0.6% 22.3% -0.6

規制緩和アプローチ
では、高人口集中率
都市に投資すること
が合理的。

表．2015年から2020年の5年間の県庁所在自治体人口増減率、都道府県人口に
占める県庁所在自治体人口の集中率、ならびにその5年間増減

国勢調査2020より
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この20年間の変化②スマートフォンの普及

スマートフォンの世帯保有率は83.4%で、社会関係が個人化。

表．情報通信機器の世帯保有率の推移

通信利用動向調査
2020より

まちづくりの主体
として、対面コ
ミュニティが機能
しづらくなってい
る。

この20年間の変化③リスクの個人化

生活の不安が個人に迫る過程を、「リスクの個人化」と呼ぶ。
「自己責任」と「選択の自由」がセットで社会ルールとなり、

「自由にするなら、結果の責任はあなたが負ってください」という
論理が幅をきかせるようになると、窮屈感が生まれる。

そして「責任を負いたくないから、何も言わないでおこう」と思
うようになり、「責任を負いたくないから、相手の考えることを忖

度して、期待通りに動いてしまおう」と思うようになる。こうして、
自分にとってのリスクの個人化は、責任を最小化するために過剰な

共感を周囲に強いることにつながる。

ここから生まれる社会は、人々の多様性に価値を置かない社会と

なる。

リスクをとって事業を行う余裕が、市民から失われていく。
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かわまちづくりの現状

全国かわまちづくりMAP（236件）より見ると、大規模自治体
に厚い登録件数となっている。

その用途を見ると、周遊路（ウォーキングロード、サイクリング
ロード）、親水護岸整備、広場・公園整備、が非常に多く、まちづ
くりへの相乗効果があるか不明。隣接施設としては、道の駅が多い。

カフェやイベント等、多様な利用は大規模自治体に多い。

大規模自治体に厚いかわまちづくり件数
地方のかわまちづくりをどう評価するか

全国かわまちづくりMAPより作成

自治体人口規模 自治体数 かわまちづくり件数 自治体当たり申請構成比
人口1万人未満 512 26 5.1%
人口1万人以上2万人未満 287 23 8.0%
人口2万人以上3万人未満 159 14 8.8%
人口3万人以上5万人未満 240 33 13.8%
人口5万人以上7万5千人以上 161 20 12.4%
人口7万5千人以上10万人未満 95 16 16.8%
人口10万人以上15万人未満 104 24 23.1%
人口15万人以上20万人未満 52 10 19.2%
人口20万人以上30万人未満 46 15 32.6%
人口30万人以上 85 55 64.7%

現在のまちづくりと、かわまちづくりの視点

１．都市再開発と水辺が相乗効果を生むことができるか。

２．企業・市民・自治体が「かわまち」活用により、多様な成果を
生むことができるか。

３．中心地機能と広域圏住民・企業の間に、相乗効果を生む関係を
つくれるか。

＜広い意味のかわまちづくり＞
多様な人材・事業を生む相乗効果
中心地サービスと広域圏をつなぐ相乗効果
都市と広域圏の災害対策の相乗効果

＜狭い意味のかわまちづくり＞
河川改修をしながら、河川敷を広場や周遊路として活用し
魅力を増す。

かわまちづくりには、両方が必要となる。
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かわまちづくり再解釈①新潟市 やすらぎ堤

9
2022年7月

10

2022年7月

かわまちづくり再解釈①新潟市 やすらぎ堤
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新潟市ＨＰより

かわまちづくり再解釈①新潟市 やすらぎ堤

12新潟市ＨＰより
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新潟市 やすらぎ堤 都市再開発型

13新潟市ＨＰより

14

かわまちづくりのプレスリリース。

なぜ周囲の中心地機能との相乗
効果が謳われていないのか。

まちづくりの原則は、各事業が
他の事業と関係し、まちづくり全
体として相乗効果を出すこと。

この場合、万代シティや再開発
居住地域、新潟駅西口再開発と
の文脈で、かわまちづくりを解
釈して説明しなくてはならない。
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新潟市 やすらぎ堤かわまちづくりの再解釈

15

１．新潟市の「新潟２ｋｍ」という、都市整備の中に位置づけられている。

２．(株)スノーピークはその知名度から、2017年より事務局を新潟市から
委託されている。

スノーピークにとっては、「人生に野遊びを」という企業ブランドを
示す上で、やすらぎ堤は格好の場であり、かわまちづくりを活用する
積極的な理由をもっていた。

信濃川下流部が安全であることを、大きなメリットと捉えていた。

３．新潟市各部局に、それぞれ補助金が紐付けられているが、かわまちづく
りが「新潟２キロ」施策・事業群と「相乗効果」を生み出すように工夫
されている。

４．万代地区の都市再開発と商業集積が、結果としてコンパクトにまとまっ
ており、歩ける賑わいを生みだしている。駐車場も固まっている。やす
らぎ堤は、それら集客からのスピルオーバーをうまく受け止めている。

かわまちづくり再解釈②多摩市 聖蹟桜ヶ丘
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2022年7月
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多摩市聖蹟桜ヶ丘 郊外再開発型
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2022年7月

１．居住地集積が隣接している。
２．商業集積（聖蹟桜ヶ丘）から徒歩５分。
３．京王電鉄が、河川敷につながる空間を、来街動
機を生む場として明確な位置づけをしている。
４．沿線の拠点として位置づけられている。

聖蹟桜ヶ丘 かわまちづくりの再解釈

１．京王電鉄(株)は、「河川を利用するというフレーム」を導入して、はじめて
地区開発の全体像を考えることができた。

２．京王電鉄は、日常利用者の来街動機をつくることが、沿線拠点の価値を変更
することを明確に意識していた。現状の百貨店を中心とした広域集客施設で
はなく、新たなライフスタイルをもった人々が日常的に使える中心地機能を
考えた。そこに、かわまちづくりは不可欠だった。

３．ソフト事業に関する意見交換を自治体、地元団体と継続して行っている。
協議会から、都市再生推進法人への移行まで視野に置いている。

４．現在、かわまちづくり推進のリーダーシップは京王電鉄が担っている。
かわまちづくりの申請自治体である多摩市の行政能力が、事業の進捗を左右
することになる。この点は、全国の自治体にも共通する。

５．ここに中心地機能が充実すると、流域市民・企業の連携を進める役割が期待
できる。
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かわまちづくりＨＰより

かわまちづくり計画範囲の
説明だけでは、この地区の
まちづくりの意味がわから
ない。

かわまちづくりの課題

１．かわまちづくりの周知段階は一定の効果を挙げ、さらに拡大が必要である。
次は、「かわまちづくりの選択段階」（メリハリをつける）が来ているの
ではないか。

２．「広い意味のかわまちづくり」（多様な人材・事業を生む相乗効果、中心地
サービスと広域圏をつなぐ相乗効果、都市と広域圏の災害対策の相乗効果）
と、「狭い意味のかわまちづくり」（河川改修をしながら、河川敷を広場や
周遊路として活用し、魅力を増す。）の両方を、流域マネジメントの中で、
選択的に充実する必要があるのではないか。

３．中心地機能・拠点サービスが充実しないと、流域圏へと広がる広域圏のマネ
ジメントに行き着かない。「かわ」だけ考えても、流域圏に届かない。

４．「かわまちづくりの選択段階」で、その鍵を握るのは、現状では自治体の
行政能力である。企業が積極的でも自治体の能力が追いつかない場合もある。
自治体が積極的でも、適切な企業群を集める能力をもたない場合もある。

５．「かわまちづくり」メニューを、「広い意味のかわまちづくり」から支援し、
かつ、活動や自治体を評価する専門団体が少ない。
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かわまちづくりへの期待ポイント

１．「広い意味のかわまちづくり」を進めるための手法パターンを、今後充実さ
せて示していただきたい。

２．かわまちづくりの効果の多くは、自治体の能力に拠っている。「広い意味の
かわまちづくり」を進めるには、自治体間の連携と企業の連携が不可欠とな
る。実効的な連携組織を支援していただきたい。

３．ミズベリングの人材ネットワーキング運動をより深め、プロボノ活動の精神
で、専門家による第三者団体を多数育成し実効的な取組を行っていただきた
い。

４．国交省かわまちづくり担当者と自治体との関係はあるが、実質的な事業者と
意思疎通が無い場合もある。現場の情報を分野横断的に編集できる体制をつ
くっていただきたい。
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「広い意味のかわまちづくり」と「狭い意味のかわまちづくり」の
選択的相乗効果を期待して
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